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プロポーザル方式による技術提案書作成要領

「名護市公共下水道関連施設維持管理業務委託」

１．業務の概要

（１）業務の目的

名護市では、公共用水域の水質保全と快適な都市環境の向上を目的に、名護処理区

は昭和４９年３月に認可面積６５.８５ｈａで分流域による公共下水道事業認可を得
て昭和５４年４月に一部供用を開始、その後数度の事業認可変更を行い、現在の認可

面積１，１１３．４ｈａ、整備面積７３６ｈａ（整備面積率６６.１％）で令和７年度
の事業完了を目指して整備を進めております。また、喜瀬・幸喜処理区は昭和６３年

１月に認可面積２２．３ｈａで分流式による特定環境保全公共下水道として事業認可

を得て現在の整備面積２１．３ｈａ（整備面積率９５．５％）で令和５年度の事業完

了を目指して整備を進めています。

名護処理区については認可面積の拡大に伴い、直近３年の流入汚水量は日当たり平

均１３，２７９㎥で日最大計画汚水量（２０,１００㎥/日）の６５.８％となり、今後も
ますます汚水量の増加が見込まれます。

一方、汚水処理関連施設の維持管理においては、供用開始当初の直営方式から民間

活力を活かした委託方式へと管理手法の変更を行い、増大する施設の各種設備の効率

的な運転と維持管理を行ってきた。

今後は、耐用年数超過の各種設備の適正な維持管理による設備の延命化と増大する

機器のストックマネジメント計画に基づく効果的な管理手法を確立するとともに、下

水道法に基づく放流水質基準を常に遵守しながら維持管理費の効率的な運転方法を確

立したい。

（２）業務の対象及び施設概要

（ア）業務の対象

業務の対象は「名護市公共下水道関連施設維持管理業務委託」特記仕様書第１条（業

務場所の所在地及び名称）に記載されている施設とする。

（イ）施設概要

施設概要は、「名護市公共下水道関連施設維持管理業務委託 業務概要書」第２（施

設設概要）参照のこと。

（３）業務の内容及び範囲

業務の内容及び範囲については、「名護市公共下水道関連施設維持管理業務委託」業務

概要書及び「名護市公共下水道関連施設維持管理業務委託」特記仕様書並びに一般仕

様書に明記する業務とする。

（４）業務委託期間
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令和７年６月１日～令和１０年５月３１日までの３年間とする。

（５）本業務において技術提案を求めるテーマは以下に示す事項である。

業務履行期間中の基本方針及び業務の実施体制、責任区分並びに職員配置等に関する

基本的な考え方を記述する、また、緊急時の社外対応態勢や連絡態勢についての要求さ

れる技術者及び監視職員などの人材育成計画に向けた取り組み等を記述する。

（ア）業務遂行計画

①運転管理・放流水質管理基本方針

※汚泥の農地還元処理計画について提案すること

※一定量（2,000Nm3／日）の消化ガス発生方法について提案すること
②保守点検・整備基本方針

③業務実施体制（人員配置等）について

④安全衛生管理に関する体制について

(イ) 処理施設の管理手法。
①施設管理コスト縮減対策について

②小規模の修繕について

③緊急事態における対応方針について(施設機械・電気等の故障、不具合について）
④緊急時の初動対応、連絡体制、バックアップ体制について（天災時について）

（ウ）その他提案

①本市地域経済への貢献及びその他提案について

（６）特定テーマに関する記載様式は、別紙特定テーマに関する技術提案【様式６】、【様

式７】、【様式８】とし、１テーマにつきＡ４判 10頁以内に記載する。

（７）業務統括責任者及び中央操作監視員の配置

業務統括責任者及び監視員の配置については、「名護市公共下水道関連施設維持管理

業務委託」一般仕様書及び特記仕様書並びに本書を参照のこと。

（８）業務主任者の配置

本件業務従事者の中で、各業務に精通した者を以下の通り選任し、当該業務を主体的

に実施させるものとする。ただし委託者の判断による業務主任者の兼務を妨げない。

（ア）機械主任者

機械設備機器の点検、保守業務、整備業務に精通した者で、当該業務を遂行する上

で必要な技術を有すること。また下水道処理施設で２年以上又は、し尿処理施設等

で３年以上の実務経験を有する者。

（イ）電気主任者

第１種電気工事士以上の有資格者で、電気機器設備の点検、保守業務、修理業

務に関して３年以上の実務経験を有すること。

（ウ）運転操作主任者
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下水処理施設で２年以上、又はし尿処理施設等で３年以上の実務経験を有する者。

（エ）水質主任者

公害防止管理者水質第３種以上３種の有資格者で、下水処理施設で２年以上、又は

し尿処理施設等で３年以上の実務経験を有する者

（オ）運転操作技能員

電気、機械、水質に関する技能力を有し、運転操作が行える者。

（カ）電気・機械技能員

電気及び機械等の知識を有し、経験及び技術能力が有る者。

（キ）水質技能員

下水道処理施設で２年以上、又はし尿処理施設等で３年以上の実務経験を有する者。

２．参加表明書及び技術提案書を提出できる各条件

（１）同種同規模業務の実施に関する要件

下水道汚水処理方法のうち、標準活性汚泥法による下水道事業認可計画に基づく施設

処理能力（現有日最大汚水処理量をいう）が 13,200立方メートル以上の下水道終末
処理場において、平成２７年度以降に３年以上継続して地方公共団体又は、地方公共

団体が出費若しくは出損している団体から水処理施設及び汚泥処理設備を併せた下水

道終末処理場維持管理業務（運転操作監視及び保守点検をいう。）委託を元請とし、そ

の履行実績を有すること。但し維持管理業務委託場所は、同一処理場であることを要

しない。

（２）配置予定技術者等に関する条件

「業務統括責任者」は以下に示す要件を満たすこと。

a）受託予定者となりうる事業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。

b）下水道法（昭和３３年法律第７９号）第２２条第２項にいう、政令で定める資格を
有する者若しくは下水道処理施設維持管理事業者登録規定（昭和６２年建設省告

示第１３４号）第３条第１項にいう下水道処理施設管理技士、又はこれと同等の資

格を有する者。

c）下水道終末処理場の維持管理業務（運転操作監視及び保守点検をいう。）実務経験
３年以上を有していること。

d）全ての実務経験の内、３年以上は下水道事業認可計画書に基づく処理施設能力（現
有最大汚水処理水量をいう。）13,200立方メートル以上の下水道終末処理施設にお
ける実務経験期間であること。
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（３）次にあげる有資格者の各一名以上を受託後、委託業務場所に配置できること。但し

兼務を妨げない。

（ア）下水道処理施設管理技士及び同等の資格を有する者

（イ）下水道第３種技術検定合格者

（ウ）第１種及び第２種電気工事士

（エ）危険物取扱者（甲種又は乙種第４類）

（オ）公害防止管理者水質第３種以上

（カ）小型移動式クレーン特別教育修了者

（キ）玉かけ技能者

（ク）ガス溶接作業主任者

（ケ）酸素欠乏危険作業主任者

（コ）アーク溶接特別教育受講修了者

（サ）安全管理者・衛生管理者・安全衛生推進者

（シ）床上移動式クレーン運転技能講習修了者

（４）職員の配置及び緊急時対応

（ア）職員の配置数

職員の配置人数は受託後において、業務統括責任者、機械・電気、水質、各主任

者、中央監視員を含め、１９名以上（し尿受入施設含む）を配置することが可能

であること。

（イ）配置職員の資格

配置職員総数の７割以上が名護市に住民登録があり、かつ令和７年以降、市、県

民税を名護市に納税することが可能であること。

（５）業務委託費（見積書）の提出

見積書の提出については、１２ケ月間【年額】における業務価格とし、見積額は業務

価格に消費税等相当額を加算した金額とする。（Ｐ６参照ください）

なお、見積書の様式は任意とし、業務原価、諸経費、消費税相当額（10％）を明示
する。

３ 技術提案書の作成及び記載上の留意事項

（１）技術提案書作成の基本事項

プロポーザルは、維持管理手法、実施体制の具体的な取組みや創意工夫に基づく施設

の具体的な運営を目指す提案を求めるものであり、テーマに記載された事項からかけ

離れた内容を含む技術提案書については、提出の無効や評価点数の減点に結びつく事

があるので留意すること。

（２）技術提案書の作成方法

技術提案書の様式、文字サイズ等は、「プロポーザル実施要項の別紙２」に示すとおり

とする。
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（３）作成に用いる言語

書類作成に用いる言語は日本語、通貨は円、単位は日本標準時及び計量法（平成４年

法律第５１号）によるものとする。

４．事業計画書の閲覧及び施設の見学

現有施設に係る名護市公共下水道事業計画書、完成図書の閲覧及び委託対象施設の見学

については、事前の申請により可能とする。

（１）関係図書等の閲覧

名護市環境水道部施設課内

（２）施設見学

「名護市公共下水道関連施設維持管理業務委託」一般仕様書に記載されている施設に

て実施する。

（３）閲覧及び見学の申請期間

参加表明書の発送日より技術提案書提出〆切前日までとする

（４）閲覧及び見学期間

閲覧及び見学の期間は上記（３）の申請期間中につき可能とするが、土,日、祝日を除
く 9:30～16:30までとする。

５．技術提案書提出時に提出する書類

技術提案書提出時に提出する書類は、プロポーザル実施要項４⑹②及び別紙２のとおり

とする。

（１）技術提案提出書【様式３】

（２）会社概要書【様式２】

（３）配置予定職員に関する調査表【様式４】

（４) 技術者及び資格者等職員数調査表 【様式５】
（５）特定テーマ１「業務遂行計画」【様式６】

（６）特定テーマ２「処理施設の管理方法」【様式７】

（７）その他提案【様式８】

（８）業務委託費（任意様式）

（注）上記項目については紙ベースを複写した電子媒体（ＣＤ－Ｒ）１枚も同時に提出の

こと。

（注）上記（３）、（４）の配置予定職員及び技術者調査表において、提案書提出時におい

て職員が不足の場合は職員の補充方法を具体的（協力会社や他会社等名）に記述して

ください。
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６．見積額について

見積額の算定あたっては、次のとおりで算出しご提示ください。

１）公共下水道事業分 月額見積額（税抜き）× １２ヶ月・・・①

２）し尿受入れ施設分 月額見積額（税抜き）× １２ヶ月・・・②

①と②をそれぞれ明示し、その合計に消費税相当額を加算した額を提案見積額とする。

７．業務委託契約の締結について

（１）契約締結にあたっては、当初契約は次のとおりとする。

１）公共下水道事業分 令和７年６月１日 ～ 令和１０年５月３１日

月額見積額（税抜き） × ３６ヶ月・・・④

２）し尿受入れ施設分 令和８年１月１日 ～ 令和１０年５月３１日

月額見積額（税抜き） × ２９ヶ月・・・⑤

契約額は④と⑤合計に消費税相当額を加えた額を【総額】として契約を締結する。

（２）し尿受入施設稼働開始（試運転含む）に変更が生じた場合は、それに伴い金額増減

に係る変更契約を締結する。


